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令和２年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和元年度実績に基づく評価） 作成日 令和 2 年 7 月 3 日
基本目標名 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり
政　策　名 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり
施　策　名 1 豊かで健やかな長寿社会の実現

施策関係課 介護保険課、健康増進課、スポーツ立市推進課、生涯学習課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

65歳以上の高齢者数 人 34,935 35,399

佐野市の人口 人 119,348 118,450

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 84.6 84.7 84.8 84.9

実績 73.4 77.0

目標 60.0 60.5 61.0 61.5

実績 55.7 49.8 

目標 10 15 20 25

実績 9 16 市政に関するアンケート調査

目標 市政に関するアンケート調査

実績 いきいき高齢課地域支援事業係資料

目標

実績

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3

目標 61,000 61,500 62,000 62,500 目標 99.6 99.6 99.6 99.6

実績 68,228 48,622 実績 99.3 99.4 

目標 143,000 144,000 145,000 146,000 目標 17.0 17.3 17.7 18.0 

実績 150,494 135,951 実績 17.8 17.9 

目標 24,000 24,200 24,400 24,600 目標

実績 33,408 32,961 実績

目標 6,400 6,500 6,600 6,700 目標 1,400 1,450 1,500 1,550 

実績 5,819 5,891 実績 1,100 1,071

目標 50 50 50 50 目標 10 15 20 25 

実績 45 41 実績 9 16

目標 目標

実績 実績

目標 18.2 18.2 18.3 18.3 目標

実績 18.0 17.6 実績

目標 20 30 40 50 目標

実績 19 23 実績

目標 目標
実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価

令和元年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

いきいき高齢課

墳本　明美

施策の目
的

「対　象」

①高齢者（65歳以上）
②高齢者を支える人（市民）

①
生きがいをもって生活している高齢
者の割合

％

② 社会参加をしている高齢者の割合 ％

③
地域での生活支援サービスの体制
づくりに取り組む町会等

箇所

成果指標の
取得方法

④

⑤

生きがい
づくりと社
会参加の
促進

・65歳以上
の高齢者

・生きがいをもって
生活してもらうとと
もに、多様な社会
活動に参加しても
らう。

①
ふれあいサロンに参加
した高齢者の延人数

人
後期高齢
者医療制
度の円滑
な運営

・75歳以上
の高齢者

・安心して医療を受
けられるようにす
る。
・健康づくりと疾病
予防のため、健診
率の向上を図る。

①
後期高齢者医療
保険料収納率

％

②
老人福祉センター
利用延人数

人 ②
後期高齢者医療
健康診査受診率

％

③
シルバー人材セン
ター会員就業延人
数

人 ③

自立支援
サービス
の推進

・65歳以上
の１人暮ら
しの高齢者
・65歳以上
の高齢者
のみの世
帯

・自立した在宅生
活を送れるようにす
る。

①
在宅福祉サービ
ス利用延人数

人
地域ネット
ワークづく
りの推進

・高齢者を
支える人
（地域住民
等）

・地域で高齢者を
支える人が増え、
活動が推進され
る。

①
見守りネットワークを通
して、安否を確認した
高齢者数

人

②
養護老人ホーム
措置入所者数

人 ②
地域での生活支援
サービスの体制づくり
に取り組む町会等

箇所

③ ③

介護保険
サービス
の充実と
介護予防
の推進

・65歳以上
の高齢者

・必要な時に適切
な介護保険サービ
スが受けられるよう
にする。
・要介護状態にな
らないようにする。

①
要支援・要介護認
定率

％ ①

②
ハツラツ元気体操等に
取り組んでいる団体数

箇所 ②

③ ③

・高齢者の総合相談等から適切な支援に繋げていけるように、地域包括支援センター職
員の資質の向上を図るとともに、センターと連携し、地域での住民主体の介護予防の取
組を進める。
・高齢者の閉じこもり防止や社会参加を図るため、通いの場の充実を図るとともに、自ら
取り組むことができるリーダーの育成を行う。
・介護サービスの安定確保を図るため、事業者との情報共有に努めるとともに、自立支
援・重度化防止等に資する観点及び介護サービスの適正給付を目的にケアプラン作成
体制の充実を図る。また、介護施設入所待機者の解消に向けて、特養50床の施設整備
事業者を募集・決定する。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・地域包括支援センター職員の資質の向上のため、研修会を実施するとともに、困難事例などの取組
の支援を行った。また、地域包括支援センターと連携し、ハツラツ元気体操などの住民主体の介護予防
事業の取組を進めた。
・高齢者の閉じこもり防止や社会参加を図るため、ふれあいサロン事業の充実を図り、総合事業の通い
の場に移行するよう働きかけた。また、通いの場の立ち上げについては、自主的な活動ができるよう支
援を行った。
・ケアプラン作成体制の充実を図るために、ケアプラン点検研修会を実施し、自立支援に資するケアプ
ラン作成の支援をすることができた。また、広域型介護老人施設（50床）の公募を行い事業者を決定し
た。
【成果指標達成状況】
生きがいを持って生活している高齢者の割合は、前年度より上がったものの、目標には達していない。
社会参加をしている高齢者の割合は目標には届かなかった。地域での生活支援サービスの体制づくり
に取り組む町会等については目標を達成できた。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
高齢者の社会参加や閉じこもり予防のためのふれあいサロンの充実を
図り総合事業の通所型サービスBに移行するよう働きかけ、5カ所のサ
ロンが移行した。また、通いの場に対して、立ち上げや自主的な取り組
みについての支援を行った。シルバー人材センターに対して補助金の
財政支援を行い高齢者の就業を支援した。
【成果指標達成状況】
ふれあいサロンと老人福祉センタ－利用延人員の実績値が目標値に
達しなかった。令和元年東日本台風の影響が一つの要因として考えら
れる。

【基本事業の取組方針達成状況】
窓口業務や保険料の徴収業務により、必要な財源を確保するこ
とができた。健康診査については、受診勧奨ハガキの送付、医師
会への働きかけを行った。
【成果指標達成状況】
収納率は目標に届かなかった。大口滞納者が増加していること
が考えられる。健康診査受診率については、健康診査の受診率
向上につとめたことにより目標を達成できた。

【基本事業の取組方針達成状況】
一人暮らし高齢者等が自立した生活が送れるよう様々な在宅福祉
サービスを実施した。また、タクシー券及び自家用有償バス運賃助成
事業についての見直しを行い充実を図った。
【成果指標達成状況】
在宅福祉サービス利用延人員は、目標値に達しなかった。必要な人が
利用できるよう周知に力を入れる必要がある。養護老人ホーム措置入
所者数については目標数より少なくすることができた。

【基本事業の取組方針達成状況】
様々な見守り事業を実施して、地域で高齢者を支えるネットワークづくり
を推進した。老人クラブや町会等に対してサービスBの周知と立ち上げ
支援等活動の支援を行った。
【成果指標達成状況】
安否を確認した高齢者数は目標に達しなかった。高齢者に対する様々な
事業の周知啓発が必要である。地域での生活支援サービスに取り組む
町会等は目標値に達した。

【基本事業の取組方針達成状況】
ハツラツ元気体操等の住民主体の取組について支援した。また,、ケア
プラン点検研修会を実施し、自立支援に資するケアプラン作成の支援
をすることができた。介護施設待機者の解消に向け、広域型介護老人
施設（50床）の公募を行い事業者を決定した。
【成果指標達成状況】
ハツラツ元気体操等に取り組む団体数は目標値に達しなかった。認定
率は目標値より低い数値にすることができた。ハツラツ元気体操等に
ついては令和元年東日本台風により新たな取り組みが難しかったこ
と、認定率は、サービス未利用者への勧奨通知の廃止、また、介護予
防事業の充実により認定申請者数が減ったことも要因として考えられ
る。

・高齢者の生きがいづくりと社会参加の促進を図るため、ふれあいサロン等の通いの場に対
し、運営支援を行った。参加者については、前年度より減少し、目標に達しなかった。令和元年
東日本台風により中止の期間があったことが要因の一つであると考える。
・一人暮らし高齢者等が自立した生活を送れるよう実施した在宅福祉サービスの利用人数は、
前年度より７２人増加したが、目標値には達しなかった。
・ハツラツ元気体操等の取組を町会等に働きかけ、実施団体が２３カ所となったが、目標値に
は届かなかった。今後も地域全体に広げていき、介護予防事業の推進を図っていく必要があ
る。
・後期高齢者の医療制度の円滑な運営のための保険料収納率は前年度より０．１％上昇した
が、目標には届かなかった。健診受診率については前年度より０．１上昇し、１７．９％となっ
た。
・地域ネットワークづくりの推進として、見守りネットワークを通して安否を確認した高齢者数
は、１，０７１人と昨年より２９人減少し、目標値には達しなかった。
・地域での生活支援サービスに取り組む町会等は、１６カ所となり、目標を上まわった。
・要介護認定率は、目標値は１８．２％であったが、結果１７．６％となった。今後も要介護状態
等にならないための施策として介護予防事業の充実を図っていく必要がある。
・当施策の決算額は、１３５億８千５００万円で、前年度より４億２千５００万円の増であった。主
な増の理由は、介護費用の増であるため、今後、介護費用の抑制を図るため、介護予防事業
の充実及び介護費用の適正化を進めていく必要がある。

【令和２年度で解決する課題】
在宅福祉サービスの内容の検討

【令和３年度以降にも引き継がれる課題】
①高齢者の閉じこもり防止と社会参加を促進するため、通いの
場の充実と高齢者の就業の支援の実施
②一人暮らし高齢者等の自立した生活の支援を実施する
③後期高齢者医療制度の円滑な運営と健康づくりと疾病予防の
実施
④今後増加する介護費用の適正化
⑤高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組の推進

【令和３年度重点課題】
⑥介護予防事業の充実
⑦地域で高齢者を支えるネットワークと生活支援サービスの体
制づくり
⑧高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の開始

①ふれあいサロン及び通所型サービスBなどの通いの場の
充実を図ると共にシルバー人材センターを支援する。
②一人暮らし高齢者等が自立した生活を送れるための様々
な在宅福祉サービスを実施する。
③財源確保のための効率的・効果的な滞納整理を実施する
と共に健康診査の受診勧奨と生活習慣病重症化予防事業
を実施する。
④介護支援専門員等の資質の向上を図るため、ケアプラン
点検の講習会を実施するなど介護給付適正化の取組を実
施する。
⑤保険者機能強化交付金などを活用し保険者機能の強化を
図る。

⑥住民主体の介護予防の取組を支援する。
⑦地域包括ケアシステムの推進
⑧高齢者医療確保法に基づく指針の改正により、高齢者の
保健事業と介護予防の一体的実施を進めるための専門職
の配置を調整する。

成果指標
設定の考え方

①この施策の意図がどれくらい達成されている
のかを把握するためには、高齢者の意識や実
態を市民意識調査等により測定する必要があ
り、成果指標として採用した。
②地域で高齢者を支える活動の状況が把握で
きることから、成果指標として採用した。

施策の目
的

「意　図」

①住み慣れた地域で、生きがいをもち、健やか
に暮らし続けることができるようにする。
②地域で高齢者を支える人が増え、見守りなど
の高齢者を支援する活動を推進する。

施
策

基
本
事
業

生きがい
づくりと社
会参加の
促進

・高齢者の社会参加や閉じこも
り防止のため、ふれあいサロン
等の通いの場に対し、内容の充
実及び自主的な取り組みを推
進するための運営支援を行う。
・高齢者の就業を支援するた
め、シルバー人材センターを支
援する。

後期高齢
者医療制
度の円滑
な運営

・後期高齢者医療制度の円滑な
運営を図るとともに、後期高齢
者の健康づくりと疾病予防のた
め、健康診査の受診勧奨に努
める。

自立支援
サービス
の推進

・一人暮らし高齢者等に各種の
在宅福祉サービスを提供し、自
立した在宅生活が送れるように
支援するとともに、各事業を効
果的に進めるための検討を行
う。

地域ネット
ワークづく
りの推進

・地域で高齢者を支えるネット
ワークづくりを推進するととも
に、老人クラブや町会等の高齢
者を支える活動を行う団体を支
援する。

介護保険
サービス
の充実と
介護予防
の推進

・地域における介護予防を目的と
したハツラツ元気体操等の取組を
支援し、介護予防事業の充実を図
る。
・自立支援・重度化防止等に資す
る観点及び介護サービスの適正
給付を目的にケアプラン点検を実
施する。
・特養50床の施設整備事業者を
募集・決定する。

施
策
の
基
本
情
報

・国では、在宅福祉に重点を置き、住まい、医療、介護、介護予防、生活支援が一体
に提供される地域包括ケアシステムの構築を目指している。
・議会一般質問等で、高齢者福祉事業や認知症対策事業、介護予防・日常生活支
援総合事業について、地域包括支援ケアシステム構築にむけての取組状況等につ
いての質問があった。また、議会でも要望のあった、地域包括支援センターを1か所
増設し、5か所とし、1か所の地域包括支援センターに認知症初期集中支援チームを
設置し、機能型地域包括支援センターとした。
・新型コロナウィルス感染症が中国において発生し、国内では１月１５日初の感染者
が確認され、その後栃木県内においても感染者が確認された。４月１６日には全国
を対象に緊急事態宣言が発令された。

・「自分の健康は自分で守る」という意識
をもち、健康・生きがいづくりに取り組
む。
・介護予防に積極的に取り組む。

高齢者の社会参加（地域活動）を支援
する。
・地域福祉の担い手として活動する。
・地域との連携、行政との協働により、
高齢者の見守り活動を支援する。

・高齢者の社会参加を支援する。
・高齢者の生きがい活動を支援する。
・介護保険事業計画に基づき、介護
サービスを提供する。
・介護予防事業を始めとする地域支
援事業の充実に努める。
・後期高齢者医療制度を適切に運営
する。


